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予算 ]もしくは [補正予算 ]と記載した。また，2014
（平成26）年第３回定例会の報告事項21「「かなが
わグランドデザイン 点検報告書案（案）」について」
は，点検した結果，総合計画の基本構想には大きな
変化がなかったため，議決対象となる基本構想の改
正予定がないことを報告している。このように議案
にはならないことを報告している事項についても網
掛けとした25。
以下，それぞれについて，どのような事項が報告
されているのかをみていく。
(ⅰ)　計画・指針など
　総合計画のほか，地方分権や行政改革，指定管理
者制度に関する指針，地方創生や東京2020オリン
ピック競技大会など国の新たな方針に基づく県の取
組みの方向性など，いわゆる計画や指針といったも
のに相当するものは報告事項となっている。基本的
には，計画や指針等を新たに策定する時や改定を行
う時に，それらの案が報告されている。また，特に
総合計画については，計画改定等がない年であって
も進捗状況の評価などが報告されていることが分か
る。
神奈川県においては，神奈川県行政に係る基本的
な計画を議会の議決事件として定める条例が2004
（平成16）年10月に制定されており，基本的な計画
に該当する計画の策定や変更を行う際には，その計
画の基本構想や実施期間については議会の議決が必
要となっている。総務政策常任委員会所管の計画・
指針等のうち議決対象となるのは総合計画と神奈川
県科学技術政策大綱のみである。しかしながら，表
３から，例えば，地方分権や行政改革，指定管理者
制度に関する指針，土地利用に関する計画，地方創
生に係る計画，また総合計画の実施計画など，議決
対象とならない計画・指針等であっても幅広く案が
報告されていることが分かる。
（ⅱ）　所管の重要事業
総務政策常任委員会が所管する政策局，総務局等
は，いわゆる事業部局ではない。従って，予算執行
を伴う事業を多く所管しているわけではないが，京
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表３　神奈川県総務政策常任委員会への報告事項
（出典）2012年第１回神奈川県議会定例会から2016年第１回定例会までの総務政策常任委員会報告資料27によ
り筆者作成。
　・番号は，定例会ごとに筆者が作成した通し番号。
　・網掛けは，議案となる予定などが報告資料に記載されている報告事項。
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※ 2014年第３回定例会９月26日報告の「７」「18」は「重要事業」の「特区・ヘルスケア政策」に分類される
が紙幅の都合により「計画・指針等」の「その他」に記載。
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浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区で
の取組みや，人口減少が始まっている県西地域の活
性化など，予算執行を伴う県政における重要事業26
をいくつか所管している。これらの重要事業につい
ては，進捗状況や取組みの方向性などが詳細かつ定
期的に報告されている。ただし，それぞれの事業に
ついて費用などは記載されていないのがほとんど
で，表３の網掛けの状況から分かるように，当初予
算案や補正予算案などの予算議案との関係が報告資
料上記載されているものは少ない。
（ⅲ）米軍基地
米軍基地に関しては，事件・事故が随時報告され
ているほか，県内米軍基地を巡る状況は詳細かつ定
期的に報告されている。米軍基地が神奈川県にとっ
て極めて重要な事項であることが分かる。
（ⅳ）財政・税収等
　県税の調定状況が毎年９月に報告されており，ま
た，国における税制改正の動向等も随時報告されて
いる。収入未済金対策として債権管理条例を策定し
た時や競輪事業の廃止など，後に議案となった事項
についても，それらの考え方や案の段階で報告され
ている。また，神奈川県においては，2012年１月
に緊急財政対策本部が設置されて2014年３月末ま
で緊急財政対策が実施されているが，その間は常任
委員会が開催されるたびに毎回取組状況が報告され
ており，県政にとって重要な事項だったことが分か
る。
（ⅴ）県有財産
県有財産を売却等利活用しようとする場合にそれ
らの方向性の案や，県庁庁舎の改修工事等に関する
計画案などが報告されている。
（ⅵ）組織・人事
新たな部の設置や改編など本庁の組織再編や出先
機関の見直しを行う場合に，それらの案が報告され
ている。なお，こうした組織再編等には神奈川県局
設置条例等の条例改正が必要であるため，これらの
報告事項には，今後の条例改正議案の提案予定スケ
ジュールが記載されているのが基本である。
（ⅶ）第三セクター・指定管理者等
毎年，株式会社湘南国際村協会の事業概要報告書
が報告されている。同協会は県出資比率40.00％で
県主導の第三セクターである28。注目すべきことに，
2012（平成24）年２月28日付けの総務政策常任委
員会報告資料によると，神奈川県においては，「議
会運営委員長からの申し入れに基づき，平成６年度
以降，出資比率が25％以上で県主導の法人は，所管
常任委員会に報告している」29（下線は筆者）という。
なお，出資比率が50％以上の第三セクター等につい
ては地方自治法により議会へ経営状況を説明する書
類の提出が義務付けられている。神奈川県では常任
委員会において，地方自治法により説明が義務付け
られている50％以上出資の第三セクター等につい
ては「経営状況説明書」により，25％以上出資で県
の出資等の比率が最も大きい県主導の第三セクター
については事業概要報告を「常任委員会報告資料」
により報告していることになる30。
このほか，所管の公の施設における指定管理者の
募集や選定基準に関する事項が報告されている。な
お，神奈川県においては，指定管理者の指定に関す
る標準的なスケジュールを定めており，例えば，新
規導入方針を所管常任委員会へ報告するのは指定期
間開始の前々年度の６月，選定基準を所管常任委員
会へ報告するのは指定期間開始の前々年度の11～
12月など，所管常任委員会への報告時期についても
標準的な時期を定めている31。
（ⅷ）その他法改正への対応等
以上の７つに分類できない事項は全て「その他法
改正への対応等」として分類した。主に，地方分権
などに関して，法改正を受けて対応する条例改正等
の予定などが報告されている。また，神奈川県にお
いては，神奈川県条例の見直しに関する要綱に基づ
き定期的な条例見直しを行っているため，総務局及
び政策局所管条例の見直し結果も報告されている。
その他，東日本大震災をふまえた本庁庁舎の地震対
策，包括外部監査の結果なども報告されている。
3.1.1　報告事項と議決事項との関係
今まで内容別にみてきた267の報告事項のうち，
当該報告事項が後に条例改正案等の議案となってい
く事項であるということが，「常任委員会報告資料」
上に示されていたのは72個であった（表３で網掛け
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してある報告事項）。
この72の報告事項が，実際にどのような議決事項
に関するものであるかを整理したのが表４である。
表３で網掛けしてある報告事項について，例えば，
2012（平成24）年第１回定例会での報告事項１「総
合計画について」の場合，「24-1-1」と表記するこ
ととして作成した。
表４によると，条例の制定・廃止・改正に関する
報告事項が最も多いことが分かる。次に予算や指定
管理者の指定，地方独立行政法人の設立や基本的な
計画の基本構想等，財産の処分といった議決事項に
関するものなどが挙げられる。また，表３の作成方
法について説明した際にも触れたが，議決対象とな
る総合計画の基本構想の改正は行わない予定である
ことや，法律の制定時期によっては専決処分とする
予定であるなど，議決事項とならないことを報告し
ている事項が５つであった。
3.1.2　報告事項のまとめ
以上をまとめてみると，神奈川県議会総務政策常
任委員会への267の報告事項は，内容別に見ると，
(ⅰ )計画・指針など，（ⅱ）所管の重要事業，（ⅲ）
米軍基地，（ⅳ）財政・税収等，（ⅴ）県有財産，（ⅵ）
組織・人事，（ⅶ）第三セクター・指定管理者等，（ⅷ）
その他法改正への対応等の８つに分類できた。計画
や指針などについては，神奈川県において議決対象
となる総合計画の基本構想等だけでなく，議決対象
とならない計画，指針などについても，新たに策定
する時や改定する時を中心に幅広く案が報告されて
いた。また，所管の重要事業の進捗状況や取組みの
方向性，米軍基地を巡る状況，県税の調定状況など
は毎年定期的に報告されている。25％以上出資の
県主導第三セクターの事業概要についても毎年定期
的に報告されており，これは，地方自治法による説
明義務は課されていないものの，神奈川県議会運営
委員長からの申し入れに基づき1994（平成６）年
表４　報告事項と議決事項との関係
（出典）表３に基づき筆者作成。なお，「25-3-18」は予算と条例改正，「26-2-6」「26-3-1」「26-3-22」は条例改正
と指定管理者の指定，「26-3-34」は組合の解散と予算にそれぞれカウントしているため，計が72とならない。
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から所管の常任委員会に報告することとなったもの
であった。
さらに，この267の報告事項のうち，後に議案と
なる予定が示されているなど，議案と明確に関係す
る事項は72個であった。この72の報告事項について
議決事項との関係を整理したところ，条例の制定・
廃止・改正に関するものが最も多く，次に予算や指
定管理者の指定，地方独立行政法人の設立や基本的
な計画の基本構想等，財産の処分といったもので
あった。
総じて，後に重要な議案となるものや，25％以上
出資の県主導第三セクターの事業概要は議会側の要
請に基づき報告することになっているなど，議案に
はならないものの議会側にとって関心の高い事項が
報告事項になっていると考えられる。
3.2　報告事項から議案になるまでの審議過程に関
する事例研究　－神奈川県債権管理条例の審議過
程ー
　神奈川県議会総務政策常任委員会における報告事
項の中には後に議案となっていく事項もあった。議
決権は議会の最大の権能であり，議会のチェック機
能を考えるうえで議案が重要であることは言うまで
もないため，ここでは，報告事項から議案になった
事項に関して，総務政策常任委員会での審議の状況
がいかなるものであったかの事例研究を行う。
　事例としては，表３に記載されている網掛けの報
告事項のうち，神奈川県債権管理条例の策定過程を
取り上げる。表４で示したとおり，議案に関わる報
告事項の中では条例の制定・廃止・改正に関するも
のが最も多いうえ，神奈川県債権管理条例は，債権
管理の適正化を図るために，一定の要件を満たした
債権については議会の議決を経ることなく知事が債
権放棄できるようにするもので，議会の権限に関わ
る重要な条例の策定に関する事例だからである。
同条例案は，議案として2014（平成26）年12月
に総務政策常任委員会に付託される以前に，収入未
済金等に係る報告事項として，2012（平成24）年
２月28日，2014（平成26）年の２月27日，６月27日，
９月26日と計４回，総務政策常任委員会において報
告されている。以下，審議の状況を時系列でみてい
く。
（ⅰ）2012（平成24）年第１回定例会及び2014（平成
26）年第１回定例会での審議
　2012（平成24）年２月の総務政策常任委員会の
報告資料では，「収入未済金の削減に向けた取組み
について」という題名で，2009（平成21）年４月
に収入未済金対策部門を設置して取組んでいること
や，今後の取組みの一つとして債権管理条例の導入
について検討していくことなどが報告され，質疑が
行われている32。その後２年間ほど報告されていな
いが，2014（平成26）年２月27日の総務政策常任
委員会で「収入未済金対策について」という題名で
報告され，審議が本格化していく。この報告資料に
おいては，収入未済金に対する取組み状況の報告が
中心で，債権管理条例の制定に関する具体的な記述
はない33。しかし，直前の２月21日の本会議の質疑
において，知事が債権管理条例については，平成26
年度中の制定を目指したいと答弁している34。
こうしたことから，2014（平成26）年２月27日，
３月5日の総務政策常任委員会での審議は，条例制
定を念頭においたものとなっており，三会派の委員
から，公法上の債権と私法上の債権の違い，債権管
理条例を制定している他自治体の状況，収入未済金
回収における県税部門との連携，連帯保証人や支払
督促などに関して質問が行われている35。
（ⅱ）2014（平成26）年第２回定例会及び第３回定例
会での報告事項に関する審議
2014（平成26）年６月27日の総務政策常任委員
会報告資料では，「収入未済金対策の強化について」
という題名で，債権管理条例制定の趣旨や条例に規
定する主な取組案，また今後のスケジュールとし
て，平成26年９月の県議会常任委員会に条例素案を
報告，11月の県議会に議案を提案，平成27年１月に
条例施行すると記載され36，他自治体の債権管理条
例の規定内容等について質疑が行われている37。な
お，自民党の委員は，質疑を終えるにあたり，「ま
た，ここは重要であろうかと思いますが，債権の放
棄や訴訟の提起は議会の権限に関わる事柄ですの
で，条例の検討に当たっては当委員会への報告を行
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うよう要望いたしまして私の質問を終わります。」38
（下線は筆者）と要望している。この発言は，常任
委員会における報告事項の意味を考えるうえで大変
興味深いものと考えられる。
次に，９月26日の総務政策常任委員会報告資料で
は，「神奈川県債権管理条例（仮称）素案について」
という題名で条例素案の内容が報告されている39。
この報告資料では，債権回収を効果的に行うための
関係部署間での情報共有という，前回までの報告資
料にはなかった新たな項目が追加されていたため，
まずはこの項目を中心に質疑が行われている40。し
かし，ここで最も重要なのは，10月８日の総務政策
常任委員会での質疑である。自民党の委員が，今回
の債権管理条例素案には上限額が設けられていない
が，債権の放棄は，本来，議会の議決を経るもので
あるから，上限額を定めるべきではないかと質問す
るとともに，一定の上限額を設けることに関して，
次の議会までによく詰めたうえで条例案を提案いた
だきたいと要望したのである41。
さらに，10月14日の本会議において各会派の議
員が討論を行った際にも，自民党の議員が，神奈川
県債権管理条例（仮称）素案について，過去には高
額な債権を放棄した事例もあり，一定の上限額を超
えるものは従前どおり議決を経るべきであるため，
条例案をよく詰めたうえで次の議会までに示すよう
要望している42。
（ⅲ）2014（平成26）年第３回定例会での議案に関す
る審議
2014（平成26）年11月27日の本会議に定県第114
号議案により知事から提案された神奈川県債権管
理条例は，知事等は，消滅時効が完成した私債権
のうち債務者の所在不明等の要件を満たすものは，
その額が500万円以下である時は放棄できると規定
し，上限額が設定されていた43。12月15日の本会議
では，自民党の議員が債権管理条例に関する知事へ
の質問の中で，「我が会派は，安易な債権放棄をと
らないよう，一定の上限額を設けるべきとの指摘を
してきたところであり，これを受け，今回提案され
た条例案では，500万円の上限額が設定されており
ます。」44と述べている。
議案が付託された12月18日の総務政策常任委員
会においては，どのような検討を行ったうえで債権
放棄の上限額を500万円と規定したのかなどを中心
に質疑が行われ45，12月25日の本会議において，総
務政策常任委員会委員長から原案のとおり可決すべ
きと決定したことが報告されたのち，全会一致で可
決されている46。
（ⅵ）まとめ
　この神奈川県債権管理条例の審議過程に関する事
例研究からどのようなことがいえるだろうか。
本事例では，議案として提案される前の段階にお
いて，所管の常任委員会に報告事項として考え方や
方向性が複数回報告され，常任委員会中心に審議が
行われるとともに本会議でも質疑や意見表明が行わ
れていた。具体的には，「神奈川県債権管理条例（仮
称）素案」として報告されていた内容には上限額が
設けられていなかったが，議会側から上限額を設け
ることを検討するよう要望が出され，上限額を設定
した条例案が議案として提案され，全会一致で可決
されていた。つまり，議会の意見や要望なども十分
にふまえて検討し，実質的な修正なども加えた結果
としての条例案が，最終的に知事から議案として提
案されていた。
なお，収入未済金・債権管理条例案に関する総務
政策常任委員会での審議の状況をまとめたものが表
５である。常任委員会での審議時間を議事録の行数
で見ると，付託議案が50，報告事項が計594であり，
報告事項の段階での審議時間が圧倒的に多い。
債権管理条例は議会の議決権に関わる重要な案件
である。従って，本事例からは，重要な議案に関し
ては，議案として提案される前の段階に，考え方や
素案が所管の常任委員会に報告事項として報告され
て審議が行われており，その段階で議会の意見や要
望なども十分にふまえて検討したうえで議案を提案
しているといえるだろう。そして，そのことと連動
し，常任委員会における実質的な審議は，議案の審
議が付託されるより前の報告事項の段階で概ね終了
していると考えられる。
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４．おわりに
　本研究では，近年の神奈川県議会の総務政策常任
委員会を事例として常任委員会における審議の実態
を分析した。その結果明らかになったことは概ね次
の三つにまとめることができる。
一つは，神奈川県議会の総務政策常任委員会にお
いては，議案の審議が付託されるだけでなく，様々
な報告事項が執政府から日常的に報告されており，
報告事項は実際の審議においても重要な位置づけに
ある。
次に，総務政策常任委員会における報告事項は，
内容面から，(ⅰ )計画・指針等，（ⅱ）所管の重要
事業，（ⅲ）米軍基地，（ⅳ）財政・税収等，（ⅴ）
県有財産，（ⅵ）組織・人事，（ⅶ）第三セクター・
指定管理者等，（ⅷ）その他法改正への対応等の８
つに分類できた。議決対象とならない計画，指針な
どについても，新たに策定する時や改定する時を中
心に幅広く案が報告されており，所管の重要事業
の進捗状況や取組みの方向性，米軍基地を巡る状
況，県税の調定状況，25％以上出資の県主導第三セ
クターの事業概要などは毎年定期的に報告されてい
る。当該第三セクターについては，地方自治法によ
る説明義務は課されていないものの，議会側からの
申し入れに基づき1994（平成６）年から所管の常
任委員会に報告することとなったものであった。
また，報告事項の中には，条例の制定・廃止・改
正に関するものを筆頭に，予算や指定管理者の指
定，地方独立行政法人の設立や基本的な計画の基本
構想，財産の処分といった議決事項になることが予
定されている事項で，それらに関する考え方や案が
示されているものも相当数あった。総じて，議案に
はならないものの議会側にとって関心の高い事項
や，後に重要な議案となる予定の事項が，総務政策
常任委員会の報告事項になっていると考えられる。
三つ目として，神奈川県債権管理条例の審議過程
に関する事例研究からは，重要な議案に関しては，
議案として提案される前の段階に，考え方や素案が
所管の常任委員会に報告事項として報告されて審議
が行われており，この段階で常任委員会や本会議で
出された議会側の意見をふまえた議案が作成されて
いたことが分かった。常任委員会における実質的な
表５　収入未済金・債権管理条例案に関する総務政策常任委員会での審議状況
（出典）総務政策常任委員会報告資料47，総務政策常任委員会資料48，神奈川県議会会議録49，神奈川県議会年
報50により筆者作成。
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審議は，議案の審議が付託されるより前の報告事項
の段階で概ね終了していたといえるであろう。
以上が本研究によって明らかになった事項であ
る。しかしながら，本研究においては神奈川県議会
総務政策常任委員会を事例とした限定的な実証分析
しかできていないため，二元代表制下における議会
のチェック機能を考えるうえで常任委員会における
報告事項というものをどのように判断すべきかにつ
いては，さらなる分析が必要である。現時点で考え
られる残された課題は次の通りである。
まず，報告事項と議案との関係については，本研
究では象徴的な事例として神奈川県債権管理条例の
審議過程を分析したが，予算案との関係などさらに
多様な検証が必要と考える。また，本研究では総務
政策常任委員会を事例としたため，他の常任委員会
についてもさらなる分析が必要であろう。
次に，本研究は近年の神奈川県議会の総務政策常
任委員会に関する実証分析であるため，神奈川県議
会において，いつの時代から常任委員会で報告事項
が報告されるようになり，なぜ増大してきたのかに
ついての歴史的な分析が必要である。本研究の中に
おいては，25％以上出資の県主導第三セクターの
事業概要についての常任委員会報告は神奈川県議会
運営委員長からの申し入れに基づくものであるとい
う事例や，神奈川県債権管理条例にかかる報告事項
の審議過程において，こうした議会の権限に関わる
条例の検討にあたっては常任委員会へ報告するよう
にとの要望が議員から表明されていた事例があり，
こうした事例からは，常任委員会への報告事項は議
会からの要請に基づいて発展したものではないかと
推察される。果たして歴史的事実はいかなるもので
あろうか。
さらに，他都道府県や議院内閣制である国会の常
任委員会との比較検証などにより，常任委員会にお
ける報告事項は神奈川県の特殊性なのか，それとも
日本の二元代表制，すなわち比較政治学上大統領制
に分類される都道府県議会の常任委員会の特質なの
かといったことが明らかにできるであろう。
今後は，これらの点から研究を発展させ，二元代
表制下の議会のチェック機能において常任委員会の
報告事項が果たしている役割についての検証を深め
てまいりたい。
注
略称 ：神奈川県議会の総務政策常任委員会資料及び報告
資料については，以下の略称を用いる。『平成24年２
月28日　平成24年第１回神奈川県議会定例会　総務
政策常任委員会資料（平成24年２月24日付託分）』→
『平成24年２月28日神総政常任資料（２月24日付託
分）』，『平成24年２月28日　平成24年第１回神奈川県
議会定例会　総務政策常任委員会報告資料』→『平
成24年２月28日神総政常任報告』。神奈川県議会会議
録検索システムは，「神会議録検索」とする。
１　代表的なものとして，曽我謙悟・待鳥聡史『日本の
地方政治』名古屋大学出版会，2007年，馬渡剛『戦後日
本の地方議会』ミネルヴァ書房，2010年，砂原庸介『地
方政府の民主主義』有斐閣，2011年，辻陽『戦後日本地
方政治史論』木鐸社，2015年，など。
２　馬渡，前掲書。
３　辻，前掲書。
４　「知事が提出した総議案数に占める修正・否決を受け
た議案の数は１％に満たない」（馬渡剛，前掲書，118頁）
状況である。
５　文責川人貞史「特集のねらい　議会研究」『レヴァ
イアサン30（特集）議会研究』木鐸社，2002年，６頁，
増山幹高『立法と権力分立』東京大学出版会，2015年，
37-39頁。
６　福元健太郎『日本の国会政治』東京大学出版会，
2000年，６頁。
７　同上，同頁。
８　代表的なものとして，福元，前掲書，増山，前掲書。
９　1947年から1996年までの国会における全7,535本の内
閣提出法律案について分析している福元の研究による
と，「全成立法案のうち，実質修正が16%，形式修正が
９％」（福元，前掲書，45頁。）である。
10　例えば，出雲明子「第４章議会と執行機関」柴田直子・
松井望編著『地方自治論入門』ミネルヴァ書房，2012年，
80頁。
11　国会に関しては，福元が常任委員会での審議の実態
を含めて国会全体を実証分析している（福元，前掲書。）。
12　粕谷祐子『比較政治学』ミネルヴァ書房，2014年，
196-198頁。なお，アメリカの大統領制との大きな違い
は，日本の首長には議会解散権があり，議会も首長に
対する不信任決議権を持つ点である（出雲，前掲書，
75-76頁。）。
13　山本龍彦「アメリカ」，大石眞・大山礼子『国会を考
える』三省堂，2017年，15頁。
14　増山は，議会研究で最も分析されているのはアメリ
カ連邦議会であると指摘し，分権的な権力行使を促す議
会制度である委員会制は，アメリカ連邦議会における合
理的選択制度論の中核的な研究対象となっていることを
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15　田谷聰「委員会の設置，委員選任及び会議運営」，山
本信一郎編著『議会　新地方自治法講座⑥』ぎょうせい，
平成９年，427頁。
16　神奈川県ホームページの「県議会」―「県議会の活
動　委員会」―「常任委員会の活動報告」から近年の資
料は入手できる。
17　知事室・政策局・会計局・各局委員会『平成24年２
月28日神総政常任資料（２月24日付託分）』，総務局『平
成24年２月28日神総政常任資料（２月24日付託分）』。
18　政策局・総務局『平成24年２月28日神総政常任報告』，
政策局『平成24年２月28日　神総政常任報告』，総務局
『平成24年２月28日神総政常任報告』，政策局『平成24年
３月16日神総政常任報告』。
19　どの常任委員会についても，神会議録検索で確認で
きる。なお，追加の報告事項や付託議案があった場合も，
常任委員会において同様に資料説明及び審議が行われて
いる。
20　知事室・政策局・会計局・各局委員会『平成24年２
月28日神総政常任資料（２月24日付託分）』，総務局『平
成24年２月28日神総政常任資料（２月24日付託分）』。
21　政策局・総務局『平成24年２月28日神総政常任報告』，
政策局『平成24年２月28日　神総政常任報告』，総務局
『平成24年２月28日神総政常任報告』，政策局『平成24年
３月16日神総政常任報告』。
22　神会議録検索の「平成24年総務政策常任委員会02月
28日」「平成24年総務政策常任委員会03月01日」「平成24
年総務政策常任委員会03月05日」「平成24年総務政策常
任委員会03月16 日」を2017年４月９日印刷して作成。な
お，表中の４と40については議案と報告事項の両方に関
する質疑であるが，議案としてカウントした。
23　政策局，総務局，会計局，選挙管理委員会，人事委
員会，監査委員及び議会局に関する事項並びに他の常任
委員会の所管に属しない事項を所管（神奈川県議会委員
会条例の別表（第１条関係））。
24　2012（平成24）年第１回神奈川県議会定例会から
2016（平成28）年第１回定例会までに開催された総務政
策常任委員会における全ての『総務政策常任委員会報告
資料』（全部で84資料）を用いた。
25　その他，2015（平成27）年第１回定例会の報告事項
12「平成27年度税制改正案等の概要について」及び2016
（平成28）年第１回定例会の報告事項19「平成28年度税
制改正案等の概要について」は，法律の成立時期によっ
ては神奈川県県税条例の改正を専決処分で行うことを報
告しているため，議案との関係ありとの意味で網掛けし
た。
26　神奈川県『かながわグランドデザイン　実施計画プ
ロジェクト編2012-2014』2012年３月，41頁，44頁，神
奈川県『かながわグランドデザイン　第２期実施計画
プロジェクト編2015-2018』2015年７月，25頁，55頁，
68-69頁。
27　注24参照のこと。
28　神奈川県総務局組織人材部行政管理課『神奈川県第
三セクター白書～平成28年度～』2017年３月，１－２頁。
29　政策局・総務局『平成24年２月28日神総政常任報告』，
22頁。「普通地方公共団体の長の調査等の対象法人につい
て」という題目で，平成23年12月の地方自治法改正によ
り，普通地方公共団体の長が議会に経営状況の報告を要
する対象となる法人等の範囲が拡大され，出資比率25％
以上50％未満の法人のうち条例で定めるものが追加され
たが，本県では議会運営委員長からの申し入れに基づ
き，平成６年度以降，出資比率が25％以上で県主導の法
人は所管常任委員会に報告しているため，市町村等が主
導する法人を報告の対象とすることについては今後検討
していく，ということが記載。
30　神奈川県「第三セクター等指導調整指針」２（６）ア，
イ
 http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f5589/p1124272.html (2018
年３月４日閲覧)。
31　神奈川県『指定管理者制度の運用に関する指針』
2016年12月（一部改正），４-５頁。
32　政策局『平成24年２月28日神総政常任報告』，３-５
頁。神会議録検索「平成24年総務政策常任委員会03月05
日-01号」市川委員。
33　総務局『平成26年２月27日神総政常任報告』，１-２頁。
34　神会議録検索「平成26年第一回定例会02月21日-05号」
八木議員，知事。
35　神会議録検索「平成26年総務政策常任委員会02月27
日-01号」守屋委員，「平成26年総務政策常任委員会03月
05日-01号」栄居委員，西村委員。
36　総務局『平成26年６月27日神総政常任報告』，１-３頁。
37　神会議録検索「平成26年総務政策常任委員会06月27
日-01号」藤代委員，「平成26年総務政策常任委員会07月
03日-01号」山本委員。
38　神会議録検索「平成26年総務政策常任委員会06月27
日-01号」藤代委員。
39　総務局『平成26年９月26日神総政常任報告』，１-６頁。
40　神会議録検索「平成26年総務政策常任委員会09月26
日-01号」田中委員，「平成26年総務政策常任委員会09月
30日-01号」松本委員。
41　神会議録検索「平成26年総務政策常任委員会10月08
日-01号」藤代委員。
42　神会議録検索「平成26年第三回定例会10月14日-09号」
長田議員。
43　神会議録検索「平成26年第三回定例会11月27日-10号」
平成26年第３回神奈川県議会定例会議事日程　第２，『平
成26年第３回神奈川県議会定例会議案（条例その他　そ
の４）』１-２頁。
44　神会議録検索「平成26年第三回定例会12月15日-12号」
いそもと議員。
45　神会議録検索「平成26年総務政策常任委員会12月18
日-01号」田中委員，総務局経理担当課長。
46　神会議録検索「平成26年第三回定例会12月25日-15号」
総務政策常任委員会審査結果報告書，採決。
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47　政策局『平成24年２月28日神総政常任報告』，３-５頁，
総務局『平成26年２月27日神総政常任報告』，１-２頁，
総務局『平成26年６月27日神総政策常任報告』，１-３頁，
総務局『平成26年９月26日神総政常任報告』，１-６頁。
48　総務局『平成26年12月18日神総政常任資料（12月17
日付託分）』，１頁。
49　注32，35，37，38，40，41，45の会議録を2018年５
月３日印刷して質疑量をカウント。
50　神奈川県議会議会局『神奈川県議会年報　平成24年
vol.64』，77頁，神奈川県議会議会局『神奈川県議会年報
　平成24年vol.66』，83頁。
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